
地域包括ケアの実現に向けた関係事業の概要等
（未定稿）

厚生労働省 老健局 介護保険計画課 佐藤

ひと、くらし、みらいのために

平成２２年６月２４日（木）
平成２２年度日常生活圏域ニーズ調査モデル事業 全国担当者等会議



◆高齢化の現状等
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2005年(実績) 2030年 2055年

75歳～
1,164( 9%)

65～74歳
1,412(11%)

20～64歳
7,783(61%)

～19歳
2,418(19%)

総人口
1億2,777万人

総人口
1億1,522万人

総人口
8,993万人

75歳～
2,266(20%)

75歳～
2,387(27%)

65～74歳
1,401(12%)

65～74歳
1,260(14%)

20～64歳
6,305(55%)

20～64歳
4,290(48%)

～19歳
1,550(13%)

～19歳
1,057(12%)

万人 万人 万人

歳歳 歳

2007年～
生まれ

2007年～
生まれ

65歳～人口

20～64歳人口

１人
３．０人

今後の出生率の動
向により変化

今後の出生率の動
向により変化

１人
１．７人

１人
１．２人

注：2005年は国勢調査結果（年齢不詳按分人口）。

○ 我が国の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を３人で支えている社会構造になっており、 少子高
齢化が一層進行する2055年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定

人口ピラミッドの変化（2005，2030，2055） - 平成18年中位推計 -
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世界にさきがけて高齢化が進む日本
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日本
21.5(2007)

日本
39.6(2050)

イタリア
19.7(2005)

イタリア
32.6(2050)

スウェーデン

24.1(2050)スウェーデン

17.2(2005)
アメリカ

12.3(2005)

ドイツ
18.8(2005)

イギリス
16.2(2005)

フランス
16.3(2005)

中国
7.7(2005)

日本については、2005年までは総務省統計局「国勢調査報告」、2006年以降は国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」の（死
亡中位）出生中位推計による。主要国については、UN 「World Population Prospects : The 2006 Revision」の中位推計による。
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○ 今後急速に高齢化が進むのは、首都圏をはじめとする「都市部」。
都市部においては、高齢期の「住まい」などが大きな課題となる。

今後急速に高齢化が進む都市部

【都道府県別の高齢者人口の推移】

２００２年時点の ２０１５年時点の 増加数（万人） 増加率順位
高齢者人口（万人） 高齢者人口（万人） と増加率（％）

埼玉県 １００ １７７ ７７（＋７８％） １

千葉県 ９３ １５７ ６４（＋６８％） ２

神奈川県 １３０ ２０９ ７９（＋６１％） ３

愛知県 １１２ １７２ ６０（＋５４％） ４

大阪府 １４４ ２１９ ７５（＋５２％） ５

（東京都） ２０９ ２９７ ８９（＋４３％） ９

佐賀県 １９ ２２ ３（＋１７％） ４３

秋田県 ３０ ３４ ４（＋１４％） ４４

鹿児島県 ４２ ４７ ５（＋１２％） ４５

山形県 ３０ ３３ ４（＋１２％） ４６

島根県 ２０ ２２ ２（＋１０％） ４７

全国 ２３６３ ３２７７ ９１４（＋３９％）



高齢者の世帯形態の将来推計

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年

一般世帯 4,906 万世帯 5,028 5,060 5,044 4,983

世帯主が65歳以上 1,355 万世帯 1,568 1,803 1,899 1,901

単独

（比率）

386万世帯

28.5%

466

29.7%

562

31.2%

631

33.2%

673

35.4%

夫婦のみ

（比率）

465万世帯

34.3%

534

34.0%

599

33.2%

614

32.3%

594

31.2%

単身＋夫婦のみ 62.8% 63.7% 64.4% 65.5% 66.6%

（注）比率は、世帯主が65歳以上の世帯に占める割合

出典：国立社会保障・人口問題研究所｢日本の世帯数の将来推計－平成20年3月推計－｣

（万世帯）
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※１ 下段は、６５歳以上人口比（％）

※２ 要介護認定に用いられる「認知症高齢者の日常生活自立度」においてランクⅡ以上と判断される高齢者数を推計したも
のであり、必ずしも医学的な認知症の確定診断を経たものではない。

（平成１５年６月 高齢者介護研究会報告書より）

（2002.9末現在）

要介護者

要支援者

認定申請時の所在（再掲）単位：万人

居宅
特別養護老
人ホーム

老人保健

施設

介護療養型
医療施設

その他の

施設

総数 ３１４ ２１０ ３２ ２５ １２ ３４

再
掲

日常生活自立度
Ⅱ以上

１４９ ７３ ２７ ２０ １０ １９

日常生活自立度
Ⅲ以上

７９

（２５）

２８

（１５）

２０

（４）

１３

（４）

８

（１）

１１

（２）

将来推計 2002 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

日常生活

自立度

Ⅱ以上

１４９ １６９ ２０８ ２５０ ２８９ ３２３ ３５３ ３７６ ３８５ ３７８

６.３ ６.７ ７.２ ７.６ ８.４ ９.３ １０.２ １０.７ １０.６ １０.４

日常生活

自立度

Ⅲ以上

７９ ９０ １１１ １３５ １５７ １７６ １９２ ２０５ ２１２ ２０８

３.４ ３.６ ３.９ ４.１ ４.５ ５.１ ５.５ ５.８ ５.８ ５.７

認知症高齢者の増加
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○ 2005年から2025年にかけて、生産年齢(15～64歳)人口は約16％減少し、労働力人口も約５～

12％程度減少すると見込まれる。一方、介護職員数は倍増すると見込まれる。

○ この結果、労働力人口に占める介護職員の割合は、2005年から2025年にかけて倍以上になると

見込まれる。

【出典】 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成18(2006)年12月推計)」、

雇用政策研究会「労働力人口の見通し(平成19年12月)」、社会保障国民会議「医療・

介護費用のシミュレーション」、総務省「労働力調査」、「国勢調査」、厚生労働省

「介護サービス施設・事業所調査」

注) 2025年の生産年齢人口は出生中位(死亡中位)推計の値。労働力人口は2017年から2030年

の「労働市場への参加が進んだケース」と「進まないケース」が平均的に減少すると仮定して

試算したもの。2025年の介護職員数は社会保障国民会議のＡシナリオ、B2及びB3シナリオ

の値。

6,650
5,820～

6,320程度

8,442

7,096
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212～
255

0
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2005 2025 2005 2025 2005 2025

(万人) (万人)

生産年齢人口
(左目盛)

労働力人口
(左目盛)

介護職員数
(右目盛)

約16％減
約5～12％減

約90～
130％増

生産年齢人口、労働力人口、介護職員数の見通し(試算)

2005年 2025年

介護職員数 112.5万人 212～255万人

労働力人口 6,650万人 5,820～6,320万人

割合 1.7％ 3.4～4.4％

労働力人口に占める介護職員の割合

介護の担い手と介護職員の見通し



要介護状態になっても、可能な限り住みなれた地域や自宅で生活し続

け、人生の最期のときまで自分らしく生きることを望んでいる

高齢者の健康に関する意識調査（平成19年度内閣府）
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○各国の高齢者の居住状況（定員の比率）（全高齢者における介護施設・高齢者住宅等の定員数の割合）

日本 (2005)

英国 (2001）※５

スウェーデン（2005）※３

デンマーク (2006）※４

米国 (2000) ※６
ナーシング・ホーム

(4.0%)
ｱｼｽﾃｯﾄﾞ
ﾘﾋﾞﾝｸﾞ等

(2.2%)

※１
(0.9%)

介護保険３施設等
※2 (3.5%) 4.4%

ケアホーム
(3.7%)

シェルタードハウジング
(8.0%) 11.7%

プライエム等
（2.5%）

プライエボーリ・エルダボーリ等
(8.1％) 10.7%

6.2%

※１ シルバーハウジング、高齢者向け優良賃貸住宅、有料老人ホーム及び軽費老人ホーム(軽費老人ホームは2004年) ※２ 介護保険３施設及びグループホーム

※３ Sweden Socialstyrelsen（スウェーデン社会省）聞き取り調査時の配布資料（2006） ※４ Denmark Socialministeriet（デンマーク社会省）聞き取り調査時の配布資料（2006）

※５ Elderly Accommodation Counsel （2004） 「the older population」 ※６ 医療経済研究機構「米国医療関連データ集」（2005）

※制度上の区分は明確ではなく、
類型間の差異は小さい。6.5%

サービスハウス等
（2.3%）

ナーシングホーム、
グループホーム等
（4.2%）

各国の介護施設・ケア付き高齢者住宅の状況

○ 我が国における、65歳以上人口に占める高齢者住宅等の定員数の割合は、
欧米諸国と比較して少ない。
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６５歳以上人口に対する介護施設の整備状況
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３．７％

全国平均

３２．４％

65歳以上人口に対する介護
施設等の整備率（左目盛り）

65歳以上将来人口伸び率（2007
年度→2025年度）（右目盛り）

今後急速に高齢化が予想され
ながら、施設整備が進んでいな
い地域

施設整備が進んでいて、かつ今
後高齢化は一定範囲に収まる地
域

※棒グラフについては、次の数値を平成19年10月時点の高齢者人口（総務省「人口推計」）で除して合算した率。
　　　・介護保険３施設については、平成19年10月時点の定員数（平成19年介護サービス施設・事業所調査（概況））
　　　・居住系サービス（認知症高齢者グループホーム、特定施設）については、平成18年10月時点のサービス利用者数（平成18年介護サービス施設・事業所調査）
※平成19年度（2007）から平成37年度（2025）までの65歳以上人口の伸び率は、総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口（平成19年5月推
計）」を基に作成
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今後の介護保険料について

第４期
（２００９年度～２０１１年度）

4，160円

介護従事者処遇改善臨時特例交付金
による軽減効果

第４期から第５期までの自然増

平成２１年度補正予算（介護職員処遇改善交付
金、介護拠点の緊急整備）による反射効果

第４期の全
国加重平均

11



～今後の施策の方向性～
《地域包括ケアシステムの構築》

12



地域包括ケアシステム

【地域包括ケアの四つの視点による取組み】
地域包括ケアを実現するためには、次の４つの視点での取組みが包括的（利用者のニーズに応じた①～④の適切な組み合わせによるサービス提供）、
継続的（入院、退院、在宅復帰を通じて切れ目ないサービス提供）に行われることが必須。

①医療との連携強化
・２４時間対応の在宅医療、訪問看護やリハビリテーションの充実強化。
②介護サービスの充実強化
・特養などの介護拠点の緊急整備（平成２１年度補正予算：３年間で１６万人分確保）
・２４時間対応の在宅サービスの強化
③見守り、配食、買い物など、多様な生活支援サービスの確保や権利擁護など
・一人暮らし、高齢夫婦のみ世帯の増加、認知症の増加を踏まえ、様々な生活支援（見守り、配食などの生活支援や財産管理などの権利擁護サービ
ス）サービスを推進。
④高齢期になっても住み続けることのできるバリアフリーの高齢者住宅の整備（国交省）
・高齢者専用賃貸住宅と生活支援拠点の一体的整備
・持ち家のバリアフリー化の推進

福祉 住宅

介護 医療

13



自助・互助・共助・公助の役割分担により、地域
包括ケアを支える

互助

公助

自助

共助

14

（参考）地域包括ケア研究会報告書における定義

「自助」→ 自ら働いて、又は自らの年金収入等によ
り、自らの生活を支え、自らの健康は自ら維
持すること。

「互助」→ インフォーマルな相互扶助。例えば、近隣
の助け合いやボランティア等。

「共助」→ 社会保険のような制度化された相互扶助。

「公助」→ 自助・互助・共助では対応できない困窮等
の状況に対し、所得や生活水準・家庭状況等
の受給要件を定めた上で必要な生活保障を行
う社会福祉等。



介護老人福祉施設等
・２４時間ケアの提供
介護・入浴・食事提供・ベッドコール
・生活支援 等
・専門職の配置
・バリアフリー空間の提供

施設介護

これからの地域包括ケア体制の粗いイメージ（案）

高齢者住宅（ＬＳＡ付き）＋複合サービス

２４時間訪問介護・２４時間訪問看護・通
所介護・在宅支援診療所

日常生活圏域
住み慣れた地域

居宅介護の限界点を高める

・高専賃
・公営住宅
・ＵＲ

サービス拠点

地域包括支援センター
地域マネジメント

家族世帯
（介護３）
日中独居

家族世帯
（介護４）

家族世帯
（介護５）

１人世帯
（介護２）

サービス提供

１人世帯
（介護１）

グループホーム

特定施設

※施設において提供される各種生活支援サービスは地域においても不可欠。介護サービスに加えて見守り・配
食・安否確認ＩＴシステム・地域送迎等をシステム化して、地域包括ケア体制へ。

２人世帯
（介護３）
（支援１）

・ボランティア
・住民団体

小規模多
機能

サービス提供

互助的支援

（居住系）

整備バランス・住まいとケアの分離
・地域完結型
・地域住民による
互助活用
・なじみの人間関係維持

緊急通報
安否確認
システム

・住まいとケアがパッケージ
・内部完結型
・２４時間安心のケア（重度対応）

15



住生活基本計画

高齢者居住安定確保計画

（事業計画）地域住宅計画
（実現手段）地域住宅交付金

（事業計画）公的介護施設等の市町村整備計画
（実現手段）地域介護・福祉空間整備等交付金

介護保険制度
連携

①高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標
イ．高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の促進
ロ．高齢者が入居する賃貸住宅の管理の適正化
ハ．高齢者に適した良好な居住環境を有する住宅の整備の促進
ニ．高齢者居宅生活支援事業の用に供する施設の整備の促進
ホ．高齢者居宅生活支援体制の確保

②その他高齢者の居住の安定の確保に関し必要な事項

住宅政策と高齢者福祉政策が連携して、高齢者の居住の安定の確保に関する
目標を定め、施策を推進

～高齢者が安心して暮らし続けることができる住まいの整備に向けて～

住民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画

①住民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する目標・施策

②住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を総合的かつ計画
的に推進するために必要な事項

目標
１．良質な住宅ストックの形成及び将来世代への継承
２．良好な居住環境の形成
３．多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備
４．住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保

老人福祉計画※

介護保険事業支援計画※

老人福祉事業の供給体制の確保に関する計画

①老人ホームの必要入所定員総数その他老人福祉事業の量の
目標・措置

②老人福祉事業の供給体制の確保に関し必要な事項

介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施の支援に関する計画

①介護給付等サービスの量の見込み

②介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を支援するため
に都道府県が必要と認める事項

※目標４．のうち高齢者の住宅の部分について具体的に計画

※両計画は一体として策定

高齢者居住安定確保計画は、老人福祉計画・介護保険事業支援計画と調和を図りつつ、住生活基本計画を踏まえ、高齢者住宅に係る施策を具体
的に計画します。住生活基本計画（H18からの10年計画）、老人福祉計画等（H21からの３年計画）を踏まえ、モデル的な計画期間を６年とします。

等

等

高齢者居住安定確保計画の概要
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ケア付き高齢者住宅のイメージ

訪問診療・看護

デイサービス

レストラン

訪問介護地域住民の
サービス利用

地域住民の
サービス利用

高専賃又は高優賃

入居者の
サービス利用

高専賃

高優賃

♪
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団地再編の実施イメージ

デイサービスセンター、診療所、訪問看
護・介護事業所、子育て支援、ＮＰＯレス
トラン、交流施設等の出店住戸内及び屋外空間のバリアフリー化 （一部住戸は介護

対応型に改修）

介護対応住戸や高齢者向け賃貸住
宅、グループホーム等への住み替え

支援

民間事業者等によるグループホーム、小規模
多機能施設等の設置

民間事業者等による高齢者専用賃貸住宅、有
料老人ホーム、特別養護老人ホーム等の設
置

緊急通報オペレー
ションセンター

タクシー会社等

見守り

団地外の者のサービス利
用（通所・訪問）

公共交通機関や福祉施設等と
の間の移動経路のバリアフリー
化（スロープ、屋外ＥＶの設置
等）

介護

子育て

医療

食事
交流

住棟集約で生じた

空地等の活用

現状

再編後

高齢者等ができる限り住み慣れた地域や家庭で自立し、安心して暮らし続けることができるよう、公営住宅団地
やＵＲ都市機構賃貸住宅団地等を地域の福祉拠点として再整備する。

概要

安心住空間創出プロジェクト
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「介護施策の充実についてでありますが、私どもは、やはり介護が必ずしも今

まで手当てが十分でなかったと、旧政権における介護の施策が極めて不十分

であったと認識をしております。したがいまして、介護を必要とする高齢者の方

々がこれからどんどん増加が見込まれるという状況の中で、介護職員の処遇改

善の交付金、これを活用した介護職員の処遇改善をまず図ってまいります。

さらには、施設サービスや在宅サービスの拠点整備を推進をしてまいります。

こういったことによって介護人材をしっかりと確保してまいらなければなりません

し、また介護を行う拠点の整備も拡充をしてまいらなければならないと思います。

介護や医療など様々な生活を支援するサービスを連携させることによって、

高齢者を支える地域包括ケアシステムの構築に取り組んでまいることもお約束

をいたします。」

19
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○ 在宅サービスの充実・強化（24時間対応、予防・リハの強化や医療との連携促
進など）

○ 共助（保険制度）の機能強化とともに地域の実情にあった互助サービス（見守り
などの生活支援）の推進

○ 高齢者住居と在宅サービス拠点の一体的整備促進(国交省住宅政策との連携）

○ 施設の機能の明確化、資源の有効活用、個別ケアの推進、居住環境の改善

○ 介護保険事業計画に基づく介護基盤の計画的整備（的確なニーズ把握と住ま
い、在宅医療､認知症支援などの視点を踏まえた計画づくり）

○ 良質な介護人材の安定的確保とサービスの質の評価

地域包括ケア体制に向けた今後の政策課題

20



21

◆地域包括ケア体制等に向けて
（事業計画等の観点から）



○ 第５期介護保険事業（支援）計画（以下「第５期計画」という。）の作成については、今

後、国が示す基本指針等を踏まえ、各市町村・都道府県において、高齢者の実態把握

や給付分析等の準備作業から、平成２３年度末頃の決定・公表に至るまでの間、様々

な作業を進めていただくこととなる。

○ 第５期計画の策定に当たっては、まず、

① 介護従事者処遇改善臨時特例交付金による第４期保険料の軽減効果、

② 介護給付費準備基金の取崩しによる第４期保険料の軽減効果、

③ 第４期から第５期までの自然増

等の各種要因を勘案し、より精緻な事業量等の見込みを行っていただきたい。

22

第５期介護保険事業（支援）計画の策定に当たっての留意点について



第５期介護保険事業計画策定に向けて①

○ 第３期計画以降は、①急速な高齢化の進展（特に、独居高齢者、認知症の高齢者の増加

等）、②高齢者像と地域特性の多様化等、高齢者の保健医療福祉を取り巻く環境の変化等に適

切に対応し、高齢者が要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域において継続して生

活できるよう、介護、医療、生活支援サービス、住まいの４つを一体化して提供していく「地域包

括ケア」の考え方に基づき、取り組んでいただいているところであり、引き続き、第３期、第４期

計画の延長線上に位置づけられる第５期計画の取組に当たっては、第３期計画策定時に定め

た平成２６年度までの目標達成に向けて継続的に取り組むことが必要。

○ この「地域包括ケア」とは、高齢者の生活を地域で支えるために、必ずしも介護保険の保険給

付だけでは十分ではないことから、まず高齢者のニーズに応じ、①住宅が提供されることを基

本とした上で、高齢者の生活上の安全・安心・健康を確保するために、②独居や夫 婦二人暮ら

しの高齢者世帯、或いは認知症の方がいる世帯に対する緊急通報システム、見回り、配食等

の介護保険の給付対象でないサービス、③介護保険サービス、④在宅の生活の質を確保する

上で必要不可欠な医療保険サービスの４つを一体化して提供していくという考え方。

地域包括ケア（地域における住まい・介護・医療・福祉の一体的提供）の推進

（第５期計画の充実強化）
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第５期介護保険事業計画策定に向けて②

◆ 「地域包括ケア」推進の前提として、地域やその地域に居住する高齢者ごと
の課題の的確な把握、具体的には、

①どこに、
②どのような支援を必要としている高齢者が、
③どの程度生活しておられるのか、

等をより的確に把握することが重要。

◆ 第５期計画等を策定するに当たり、介護サービス等提供量見込みの算出に伴
う地域や高齢者の課題等をより的確に把握するための手法（以下「日常生活
圏域ニーズ調査」という。）を導入し、日常生活圏域単位で高齢者の状態像・
ニーズや地域の課題をより今まで以上に的確に把握し、①介護保険事業計画
に反映し、介護保険事業計画の精度の向上を図るとともに、②個々の高齢者
の状態にあった地域支援事業等を実施。

◆ なお、「地域包括ケア」を推進するに当たっては、①地域課題、②地域資源
の状況、③高齢化の進展状況等、各市町村によって、それぞれ状況が異なるこ
とから、各市町村の実情に応じて優先的に取り組むべき重点事項を、各市町村
等が判断のうえ選択して第５期計画に位置づけられるようにする等、段階的に
介護保険事業（支援）計画の記載内容を充実強化させること等も現在検討して
いるところであり、成案が得られ次第、順次、お示しする予定。
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地域包括ケアの実現に向けた関係事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次期介護保険事業計画策定に
伴う日常生活圏域ニーズ調査
モデル事業〔基本チェック項
目検証・評価事業〕 

（57カ所） 

・介護保険事業計画の精度向上  
  日常生活圏域ごとの高齢者の状
態像及び地域課題等を、より的確
に把握するための調査手法等につ
いてモデル事業を実施。 

日常生活圏域ニーズ調査 
の在り方検討委員会 （仮称） 

 

・ニーズ調査手法の検証・評価  

日常生活圏域ニーズ調査モデル事業で

把握されたモデル事業結果等を踏まえ、ニ

ーズ調査項目、調査方法等の調査手法の検

証・評価。  

・事業計画に関するテキスト作成  等 

市町村地域包括ケア 
推進事業 

 

地域包括支援ネットワークの強化

や、集合住宅等に居住する要介護者

等に対する総合支援する事業等を実

施。 

介護予防実態 
調査分析支援事業 

（2 つの事業を一体的 

に実施することも可能） 

（2 つの事業を一体的 
に実施することも可能） 

日常生活圏域単位で高齢者の実態像・

ニーズや地域の課題を把握し、 

① 介護保険事業計画に反映 

② 介護・医療・住まい・生活支援サー

ビスなどを総合的に提供 

③ 個々の高齢者の状態にあった介護

予防事業を実施 

 

地域包括ケアの実現 

① 

② 

③ 

21 年度は 3 自治体にお

いて、日常生活圏域ニー

ズ調査モデル事業を実

施。当該事業を踏まえ、

調査票等を作成。 

（2 つの事業を一体的に実施） 

・第５期基本指針の提示 

     ↓ 

・次期介護保険事業計画策定へ 

モデル事業（基本事業） 
（49カ所） 

 

介護予防事業の効果的な実施に向けて、

高齢者の状態の効率的な把握や、より高

齢者のニーズの高いプログラムを提供

するためのモデル事業を実施。 
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（参考）市町村地域包括ケア推進事業について

○市町村における地域包括ケア推進のため、地域包括支援センター等を活用して、
① 介護保険外サービスや住宅関係の情報を含めた高齢者の地域生活を支えるサービス等に関する

情報の収集・発信機能を強化する事業や、見守り活動等地域のネットワーク構築を支援する事業
（全国５０市町村が対象）

② 集合住宅等に居住する高齢者に対し、２４時間３６５日対応窓口を設置し、介護保険外のサー
ビスを含めた関係事業者等が連携して総合的にサービスを提供する事業

等を実施。なお、この他、市町村の判断により、地域包括ケアの推進に資する事業も実施可能。

地域包括支援ネットワーク強化推進事業

有料老人ホーム
高齢者専用住宅

地域社会的資源情報担当者
「センターの“営業担当”」
・情報ルートの開拓（※）

・地域住民への情報発信
・市町村、ケアマネとのパイプ役

介護保険サービス
都道府県 保険外サービス

（インフォーマルサービスや
保険外ビジネス）

社会福祉士

連携・
情報共有

※収集する情報は、地域包括ケアの実現
を念頭にし、高齢者に関する情報を中心
に、障害、児童、低所得者向け等、家族
支援を視野に入れた情報を対象とする。

保健師
主任ケアマネジャー

地域包括支援センター

情
報

収
集

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

連携・情報共有

ケアマネ
事業所

連携・情報共有
市

町

村

情報提供
働きかけ

地域住民

地域協働、地域連帯の気運の向上
地域力の向上

ガイドブック、ＨＰ等による発信
地域包括ケアに関する講座の開設等

住
民
の
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
サ
ー
ビ
ス
へ
の
参
画

○センターに介護保険外サービス、有料老人ホームや高齢者専用住宅等の住居に関する情報等、包括的な地域の社会的資源に関す
る情報を、市町村や既存の情報センターと連携しながら、収集・発信する担当者を配置して、センター内での情報共有さらに地域住民
等への情報提供を行う。
○地域住民に対して、多種多様な講座や勉強会を開催し、地域の持つ機能や可能性に気づかせ、見守り活動等の地域活動やイン
フォーマルサービスの主体的な取組を促し、地域包括ケアの推進のため、地域力の再生・復活の働きかけを行う。

※上記の他、地域包括支援センターの事務負担の軽減（ＩＴ化の推進）や地域包括支援センター間の連絡会議の開催といった地域包括支援センターの機能強
化に資する事業等を実施
※国から市町村への定額補助により実施

事業例

保険者 （市区町村 ）
［ 事業運営委員会 ］

事業実施地域

指定居宅介護支援事業者等
指定訪問介護事業者等
（地域のボランティア等）

指定介護サービス事業者等

委託

・安否の確認、火の元点検等
・夜間を含む緊急時の対応
（疾病に対する一時的援助等）

・配食サービス、移送サービス
・短時間の身体介護
（水分補給・服薬確認等）

・短時間の生活援助
（電球交換・ゴミ出し等）

・話し相手、付き添い 等

・24時間365日窓口対応サービス
・見守り、相談援助
・介護保険外訪問サービスの
コーディネート 等

連
携

・ 訪問介護
・ 通所介護

等 ケアマネ
ジャー

24時間365日対応サービス介護保険サービス 介護保険外サービス

集合住宅等に居住する要介護高齢者等に対する総合支援事業（イメージ図）

○ 高齢者が住み慣れた地域において在宅で生活できるよう、集合住宅等に居住する要介護高齢者等に対して、指定居宅介護支
援事業者等を活用した24時間365日対応窓口を設置し、介護保険外のサービスを含めた関係事業者等が連携して総合的にサービス
を提供し、その効果及びコスト等の検証を行う事業を実施する。

連
携

集合住宅や住宅地における要介護高齢者等

検証
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①項目
・基本情報（家族構成、
疾病、住まいの状況等）
・機能（運動・閉じこもり、
転倒、口腔・栄養、うつ、
認知症等）
・日常生活（ＡＤＬ・ＩＡＤＬ、
社会参加等のﾘｽｸ）
②調査対象
ア 要介護認定者
イ 一般高齢者
※抽出調査も可

③調査方法
郵送回収（代筆可）

④その他
未回収者は実情に応じた

補足調査（自治体の判断）

ニーズ調査（記名式）

課題

分析

保険者の判断＝政策判断
①サービス供給の種類と量、②整備水準、③保険料

サービス供給量

◆介護等サービスや地域支援

事業の量の見込み（圏域毎

に真に必要なｻｰﾋﾞｽ量が反映）

◆各市町村の実情に応じて優
先的に取り組むべき重点事

項を、各市町村等が判断のう

え選択して第５期計画に位置

づけられるようにする等、段

階的に介護保険事業（支援）

計画の記載内容を充実強化

充実強化された第５期計画

・課題等に即した

各サービスの内容

と量に置き換え

サービス必要量等
（ﾜｰｸｼｰﾄ等）

変換

全て特養等の介護基盤の整備
計画イコールではないはず
（地域包括ｹｱの観点）

日常生活圏域ニーズ調査を用いた計画策定のフロー（粗いｲﾒｰｼﾞ）

単なる保険料算定計画に
止まらない狭義の計画ではないはず

地域住民等と一体となった
地域づくりを展開

地域包括ケ
アの実現
→ 地域・高
齢者の課題等
を把握し、
①計画に反映、
②住まい・介
護・医療・生
活支援サービ
スなどを総合
的に提供、
③個々の高齢
者の状態に
あった介護
予防事業を実施
（自立支援、尊
厳の保持）

最終目標
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・調査で把握した結果について、個
人結果アドバイス票を作成し、高齢
者の方へ、今後の生活の指針の一
つとして活用していただく。
・優先度の高い方へ訪問等により
支援。

（取組例）個人別ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ票（任意） 等

潜在化していたり、或いは今後見込まれる個々の
高齢者、地域の課題が鮮明になる為、各課題に即し
た的確な対応手法を計画ベースで検討。

・蓄積した給付分析
情報等

課題

抽出

《個人ごとの課題状況一覧を
もとに個別ｹｱの実践》



日常生活圏域ニーズ調査の実施について

◆ 今後、モデル事業の実施結果等を踏まえ検討を行い、日常生活圏域ニーズ把握手法について本年１０月

までにお示しする予定ですので、各地方自治体におかれては、第５期計画の策定に当たって、この日常生活

圏域ニーズ把握手法（※全圏域の悉皆調査ではなく、選定した一部の圏域において抽出による調査も可）に

より、地域や高齢者の課題等をより的確に把握していただきたいと考えています。

◆ なお、本モデル事業調査票に基づき計画策定のための調査を実施した場合においても、高齢者の課題

等を的確に把握できる等、相当程度効果があると考えておりますので、本年１０月までに示す予定の日常生

活圏域ニーズ把握手法の成案を待っていては、計画の策定に支障が生じると懸念されている自治体におか

れては、本モデル事業調査票を用いて、調査を実施していただきたいと考えております。

◆ 追って、各自治体におかれては、従来より、個々に実態調査等を実施していただいているところですが、日

常生活圏域ニーズ把握手法で示す調査項目にこれまで実施してきた各自治体の実態調査の項目等を適宜

質問に追加する、若しくは一部組み替える等、地域の実情に応じた調査項目の工夫を行っていただいても差

し支えないものと考えております。
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日常生活圏域ニーズ調査の効果等について

◆ 平成２１年度に先行実施した自治体の実績では、

①１か月程度の調査実施期間で調査事務が完了していること

②調査票・封筒・挨拶文等の作成、印刷、封入作業、郵送、調査報告書作成等の基本となる調査経費（基本

分）に加え、調査に回答していただいた方への個人結果の生活アドバイス票の作成や、個人検索ソフトの作

成等（付加分）を実施しても、一人当たりの調査費用は平均１,９００円程度（①基本分 ８３０円／人、②付加

分 １,０５０円／人）で実施できていること等から、小規模の市町村でも、経費面・作業面の両面で、あまり負

担にならない方法にも拘わらず、地域の高齢者等の課題が鮮明になり、的確な対応手法を計画ベースで

検討できるようになった等との評価をいただいています。

（参考：日常生活圏域高齢者ニーズ調査の効果（計画策定面以外））

①基本チェックリスト項目も包含している為、介護予防事業の対象者の把握も同時に行える、

②記名式調査で高齢者個々人の課題を把握でき、２次利用として個人台帳が作成できるため、管内の高齢

者の状況把握が可能となり、優先度の高い高齢者に対する個別ケアのアプローチ（有効かつ効率的な地

域支援事業の展開）が可能となる、

③要支援・要介護認定者を含めた高齢者の生活機能度数も把握できる、

④事業により実施した調査データをデータベース化し、クロスチェックを用いて、抽出対象者のリスト一覧、帳

票の表示・出力を行うアプリケーション(イメージ：低栄養状態リスク者候補のリスク度の高い順で、栄養改

善プログラム教室等の参加希望のある人の一覧等)も作成可能となるため、地域包括支援センターの運営

上有効なものとなること、 等
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（注）あくまで現時点での予定であり、今後変更等があり得る。
30

平成２２年
秋頃迄

• 第５期計画の基本指針の骨格案の提示

• ※各地方自治体において、日常生活圏域ごとの精度の高い高齢者の状態像・ニーズ把握や
地域の課題をより的確に把握するため、日常生活圏域ニーズ調査等を実施

平成２３年
夏頃迄

• 第５期基本指針（案）の提示

• ワークシート（保険料、見込量）の配布

平成２３年
秋頃

• 都道府県ヒアリング（ワークシート集計）

平成２３年

度末迄

• 各地方自治体において介護保険事業（支援）計画の策定が完了

第５期計画に向けたごく粗いスケジュール（予定）



事 務 連 絡

平成２２年６月２日

各都道府県介護保険事業支援計画担当者 殿

厚生労働省老健局介護保険計画課

より精緻な第５期介護保険事業計画策定に資するための日常生活圏域ニーズ

把握手法を用いた日常生活圏域高齢者ニーズ調査の実施について

高齢者保健福祉行政の推進につきましては、日頃より格別のご理解を賜り厚く御礼申し上

げます。

さて、今般、日常生活圏域高齢者ニーズ調査の実施の趣旨等について、以下のとおり作成

しましたので、貴管内の市区町村に対し、その周知方お願いします。

記

本年１月１５日の全国厚生労働関係部局長会議及び３月５日の全国介護保険・高齢者保健福祉

担当課長会議でお示ししたとおり、国としても、第５期介護保険事業計画（以下「第５期計画」という。

）等を策定するに当たり、介護サービス等提供量見込みの算出に伴う地域や高齢者の課題等をより

的確に把握するための手法等（以下「日常生活圏域ニーズ把握手法」という。）について検討してい

るところであり、本年度第１・四半期、５７の保険者でモデル事業を実施していただいているところで

す。

今後、モデル事業の実施結果等を踏まえ検討を行い、日常生活圏域ニーズ把握手法について本

年１０月までにお示しする予定ですので、各地方自治体におかれては、第５期計画の策定に当たっ

て、この日常生活圏域ニーズ把握手法（※全圏域の悉皆調査ではなく、選定した一部の圏域におい

て抽出による調査も可）により、地域や高齢者の課題等をより的確に把握していただきたいと考えて

います。

なお、本モデル事業調査票に基づき計画策定のための調査を実施した場合においても、高齢者の

課題等を的確に把握できる等、相当程度効果があると考えておりますので、本年１０月までに示す予

定の日常生活圏域ニーズ把握手法の成案を待っていては、計画の策定に支障が生じると懸念されて

いる自治体におかれては、本モデル事業調査票を用いて、調査を実施していただきたいと考えており

ます。

追って、各自治体におかれては、従来より、個々に実態調査等を実施していただいているところです

が、日常生活圏域ニーズ把握手法で示す調査項目にこれまで実施してきた各自治体の実態調査の

項目等を適宜質問に追加する、若しくは一部組み替える等、地域の実情に応じた調査項目の工夫を

行っていただいても差し支えないものと考えております。

日常生活圏域ニーズ把握手法については、平成２１年度に先行実施した自治体の実績からも、①ど

こに、②どのような支援を必要としている高齢者が、③どの程度生活しておられるのか（軽度認知症リス

ク、虚弱リスク、閉じこもり等のリスク別の人数等）等、地域の高齢者等の課題が鮮明になり、各課題に

即した的確な対応手法を計画ベースで検討できるようになった等との評価をいただいていること等か

ら、高齢者の課題等をより的確に把握する有効な手法と考えており、是非、日常生活圏域ニーズ把握

手法を参考にして調査を実施していただきたいと考えています。

【参考：平成２１年度に先行実施した３自治体のモデル事業の実施結果等】

①１か月程度の調査実施期間で調査事務が完了していること

②調査票・封筒・挨拶文等の作成、印刷、封入作業、郵送、調査報告書作成等の基本となる調査経

費（基本分）に加え、調査に回答していただいた方への個人結果の生活アドバイス票の作成や、生

活支援ソフト（仮称）の作成等（付加分）を実施しても、一人当たりの調査費用は平均１,９００円程度

（①基本分 ８３０円／人、②付加分 １,０５０円／人）で実施できていること

等から、小規模の市町村でも、経費面・作業面の両面で、あまり負担にならない方法にも拘わらず、

日常生活圏域ニーズ把握手法によって得られる調査結果は、

①基本チェックリスト項目も包含している為、介護予防事業の対象者の把握も同時に行える、

②記名式調査で高齢者個々人の課題を把握でき、２次利用として個人台帳が作成できるため、管内

の高齢者の状況把握が可能となり、優先度の高い高齢者に対する個別ケアのアプローチ（有効か

つ効率的な地域支援事業の展開）が可能となる、
③要支援・要介護認定者を含めた高齢者の生活機能度数も把握できる、
④事業により実施した調査データをデータベース化し、クロスチェックを用いて、抽出対象者のリスト
一覧、帳票の表示・出力を行うアプリケーション(イメージ：低栄養状態リスク者候補のリスク度の高
い順で、栄養改善プログラム教室等の参加希望のある人の一覧等) も作成可能となるため、地域
包括支援センターの運営上有効なものとなること、

等との評価をいただいている。

（注）別添調査票のうち、問２-１～３・５・６、問３-１・２、問４-１・２・４～６、問５-１～３・５
・６、問６-１・２・５～７・９～１６、問７-５・６、問８-７～１１の質問項目については、
生活機能判定の点数化項目及び特定高齢者把握の項目となっている。

《照会先》
厚生労働省老健局介護保険計画課 佐藤／天野

代表：０３－５２５３－１１１１（内）2172、2175
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